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（５）感染症予防対策について

高齢者介護施設における感染対策マニュアル一部抜粋
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（６）身体拘束廃止の取り組みについて

この章は、「身体拘束ゼロへの手引き」（平成 13 年３月 厚生労働省身体拘束ゼロ作戦推進会議作

成）をもとにしています。詳細は次のウェブサイトでご覧いただけます。

・岡山県：身体拘束のないケアの実現に向けて

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-41109.html

１ 身体拘束がもたらす弊害

身体拘束は、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等において禁止され

ていることや人権擁護の観点から問題があることだけでなく、高齢者のＱＯＬ（Quality Of Life

生活の質）を根本から損なう危険性がある。

① 身体的弊害

・ 関節の拘縮、筋力の低下といった身体機能の低下や圧迫部位の褥瘡の発生などの外的障害

・ 食欲の低下、心肺機能や感染症への抵抗力の低下などの内的障害

・ 転倒や転落事故、窒息などの大事故を発生させる危険性

② 精神的弊害

・ 不安、怒り、屈辱、あきらめなどの精神的苦痛、認知症の進行やせん妄の頻発

・ 家族に与える精神的苦痛、罪悪感や後悔

・ 看護・介護スタッフが誇りを失い、指揮が低下

③ 社会的弊害

・ 看護・介護スタッフ自身の指揮の低下

・ 介護保険施設等に対する社会的な不信、偏見

・ 身体拘束による高齢者の心身機能の低下は、その人のＱＯＬを低下させるだけでなく、さ

らなる医療的処置を生じさせ、経済的にも影響が発生

２ 身体拘束がもたらす影響

認知症状があり体力も弱っている高齢者を拘束すれば、ますます体力は衰え、認知症状は進む。

その結果、せん妄や転倒などの２次的、３次的な障害が生じ、更に拘束を必要とする状況が生み出

される。最初は「一時的」として始めた身体拘束が、時間の経過とともに「常時」の拘束となって

しまい、場合によっては身体機能の低下とともに高齢者の死期を早める結果にもつながりかねない。

身体拘束をやめることは、この「悪循環」を断ち切り、高齢者の自立促進を図る「良い循環」に

変えることを意味している。
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３ 身体拘束の対象となる具体的な行為

身体拘束の対象となる具体的な行為としては、次のような行為が挙げられる。

① 徘徊しないように、車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

② 転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。

③ 自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）で囲む。

④ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。

⑤ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮膚をかきむしらないように、手

指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける。

⑥ 車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型拘束帯や腰ベルト、

車いすテーブルをつける。

⑦ 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用する。

⑧ 脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。

⑨ 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。

⑩ 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。

⑪ 自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

４ 介護保険指定基準の身体拘束禁止規定

身体拘束に関する禁止規定、対象事業等については次のとおり規定されている。

① 身体拘束禁止規定

サービスの提供にあたっては、当該入所者（利用者）又は他の入所者（利用者）等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他入所者（利用者）の行動を

制限する行為を行ってはならない。

② 対象事業

・介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設

・（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

・（介護予防）特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護

・（介護予防）小規模多機能型居宅介護

・（介護予防）認知症対応型共同生活介護

・複合型サービス※H27.4.1 以降、「看護小規模多機能型居宅介護」

③ 身体拘束廃止に関する基準

・指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準(平成 11 年厚生省令第 39号)

・ 指定介護老人保健施設の人員、設備及び運営に関する基準(平成 11 年厚生省令第 40号)

・ 指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準(平成 11年厚生省令第 41 号)

・ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成 11年厚生省令第 37号)
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・指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成 18 年厚生労働省令第 35号)

・ 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成 18年厚生労働省令

第 34号)

・ 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成18年厚生労働省

令第 36号)

・ 津山市指定地域密着型サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成 24年津山市条例第 44 号）

・ 津山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員，設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条

例（平成 24 年津山市条例第 45号） など

５ 緊急やむを得ない場合の対応

指定基準上「当該入所者（利用者）又は他の入所者（利用者）等の生命又は身体を保護するため

の緊急やむを得ない場合」には例外的に身体拘束が認められている。具体的には下記３要件を満た

し、かつ当該要件の確認等の手続きが極めて慎重に実施されている場合に限られている。

① ３要件

○切 迫 性：利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著し

く高いこと

※「切迫性」の判断を行う場合には、身体拘束を行うことにより本人の日常生

活等に与える悪影響を勘案し、それでもなお身体拘束を行うことが必要とな

る程度まで利用者本人等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が高いこ

とを確認する必要がある。

○非代替性：身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと

※「非代替性」の判断を行う場合には、いかなる場合でもまずは身体拘束を行

わずに介護する全ての方法の可能性を検討し、利用者本人等の生命又は身体

を保護するという観点から他に代替手法が存在しないことを複数のスタッフ

で確認する必要がある。また、拘束の方法自体も、本人の状態像等に応じて

最も制限の少ない方法により行わなければならない。

○一 時 性：身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること

※「一時的」の判断を行う場合には、本人の状態像等に応じて必要とされる最

も短い拘束時間を想定する必要がある。

② 手続き

ア 「緊急やむを得ない場合」に該当するかどうかの判断

身体拘束廃止委員会等に諮り、複数の視点で検討し、施設全体として判断すること
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※担当のスタッフ個人（または数名）では行わず、施設全体としての判断が行われるよ

うに、あらかじめ手続きを定めておくなどの慎重な取扱いが求められている。

イ 利用者本人と家族への説明、同意

身体拘束を行う場合は、本人と家族へ十分にできるだけ詳細に説明し、同意を得るよう努

めること

【説明項目】身体拘束の理由、場所、内容、拘束の時間帯、時間、心身の状況、期間等

ウ 経過観察

「緊急やむを得ない場合」に該当するかどうかを常に観察し、身体拘束廃止委員会等でその

必要性の有無について再検討し、要件に該当しなくなった場合には直ちに解除すること

③ 記録

ア 緊急やむを得ず身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況、並びに緊急やむを得なかった理由を記録しなければならない。

イ 日々の心身の状態等の観察、拘束の必要性や方法に関わる再検討を行うごとに逐次その記

録を加えるとともに、それについて情報を開示し、ケアスタッフ間、施設・事業所全体、家

族等関係者の間で直近の情報を共有する。この「身体拘束に関する説明書・経過観察記録」

は施設等において保存し、行政担当部局の指導監査が行われる際に提示できるようにしてお

く必要がある（記録の保存期間は５年間）。

６ 身体拘束廃止のための５つの方針

身体拘束を廃止することは決して容易ではないため、看護・介護スタッフだけでなく、施設、そ

して利用者や家族も含め全員が強い意思を持って取り組むことが必要となる。そのため、まずは次

の方針を確かなものとすることが必要となる。

① トップが決意し、施設や病院が一丸となって取り組む

施設長等が「身体拘束廃止」を決意し、現場をバックアップする方針を徹底する。それによ

り現場スタッフは不安が解消され安心して取り組むことが可能となる。

② みんなで議論し、共通の意識を持つ

身体拘束の弊害をしっかりスタッフ全員が認識し、問題意識を共有する。最も大事なのは「入

所者（利用者）中心」という考え方である。本人や家族の理解も必要不可欠である。

③ 身体拘束を必要としない状態の実現をめざす

再度、利用者の心身の状態をアセスメントし、身体拘束を必要としない状態を作り出す方向

を追求する。

④ 事故の起きない環境を整備し、柔軟な応援体制を確保する

転倒や転落等の事故が起きにくい環境づくり。スタッフ全員で助けあえる体制づくり。

⑤ 身体拘束をするケースはきわめて限定的にし、常に代替的な方法を考える

困難が伴う場合であっても、ケア方法の改善や環境の整備など創意工夫を重ね解除を実行す

る。
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身体拘束に関する説明書・経過観察記録（参考例）

（利用者・家族の記入欄）

【記録１】

○ ○ ○ ○ 様

１ あなたの状態が下記のＡＢＣをすべて満たしているため、緊急やむを得ず、下記の方法と時

間等において最小限度の身体拘束を行います。

２ ただし、解除することを目標に鋭意検討を行うことを約束いたします。

記

上記のとおり実施いたします。

平成 年 月 日

施設名 代表者 印

記録者 印

緊急やむを得ない身体拘束に関する説明書

Ａ 入所者（利用者）本人又は他の入所者（利用者）等の生命又は身体が危険にさらされる

可能性が著しく高い

Ｂ 身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する看護・介護方法がない

Ｃ 身体拘束その他の行動制限が一時的である

個別の状況による

拘束の必要な理由

身体拘束の方法

〈場所、行為（部位・内容）〉

拘束の時間帯及び時間

特記すべき心身の状況

拘束開始及び解除の予定
月 日 時 から

月 日 時 まで

上記の件について説明を受け、確認いたしました。

平成 年 月 日

氏名 印

（本人との続柄 ）
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【記録２】

○ ○ ○ ○ 様

月日時 日々の心身の状態等の観察・再検討結果 カンファレンス参加者
記録者

サイン

緊急やむを得ない身体拘束に関する経過観察・再検討記録
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７ 身体拘束をせずにケアを行うための３つの原則

身体拘束せずにケアを行うためには、身体拘束を行わざるを得なくなる原因を特定し、その原因

を除去するためにケアを見直すことが求められる。

介護保険施設等のケア全体の向上や生活環境の改善を図るため、次の点についての配慮が必要と

なる。

① 身体拘束を誘発する原因を探り、除去すること

身体拘束が必要と考えられる状況には、必ずその人なりの理由や原因があり、ケアする側の

関わり方や環境に問題があることも少なくない。したがって、その人なりの理由や原因を徹底

的に探り、除去するケアを行うことが必要となる。

② ５つの基本的ケアを徹底すること

起きる、食べる、排せつする、清潔にする、活動するという５つの基本的事項について、そ

の人に合った十分なケアを徹底することで生活のリズムを整えることが重要である。

③ 身体拘束廃止をきっかけに「よりよいケア」の実現を推進すること

身体拘束の廃止を実現していく取り組みは、施設等におけるケア全体の向上や生活環境の改

善のきっかけとなる。

（７）高齢者虐待防止について

１ 高齢者虐待防止法の成立

近年、我が国においては、介護保険制度の普及、活用が進む中、一方では高齢者に対する身体

的・心理的虐待、介護や世話の放棄・放任等が、家庭や介護施設などで表面化し、社会的な問題

となっている。

平成 17 年 11 月１日に国会において「高齢者虐待の防止、高齢者の擁護者に対する支援等に関

する法律」（以下、「高齢者虐待防止法」という。）が議員立法で可決、成立し、平成 18 年４月１

日から施行されることとなった。

また、高齢者虐待防止法は、介護保険法上、指定の取消し等に関連する法律の一つである。（関

係法律：1.健康保険法 2.児童福祉法 3.栄養士法 4.医師法 5.歯科医師法 6.保健師助産師看護士

法 7.歯科衛生士法 8.医療法 9.身体障害者福祉法 10.精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律 11.社会福祉法 12.知的障害者福祉法 13.薬事法 14.薬剤師法 15.老人福祉法 16.理学療法士

及び作業療法士法 17.高齢者の医療の確保に関する法律 18.社会福祉士及び介護福祉士法 19.義

肢装具士法 20.精神保健福祉法 21.言語聴覚士法 22.発達障害者支援法 23.障害者自立支援法

24.高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律）
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２ 高齢者虐待防止法による定義

高齢者虐待防止法では、「高齢者」とは、65 歳以上の者と定義されている（高齢者虐待防止法第

２条１項）。

また、高齢者虐待を「養護者による高齢者虐待」、および「養介護施設従事者による高齢者虐待」

に分けて次のように定義している。

① 養護者による高齢者虐待

養護者とは、「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外のもの」とされて

おり、高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等が該当すると考えられる。

養護者による高齢者虐待とは、養護者が養護する高齢者に対して行う次の行為とされている。

ア 身体的虐待

高齢者の身体に外傷が生じ又は生じるおそれのある暴力を加えること

【具体的な例】

・平手打ちをする、つねる、殴る、蹴る、無理矢理食事を口に入れる、やけど・打撲

させる

・ベッドに縛り付けたり、意図的に薬を過剰に服用させたりして、身体拘束、抑制を

する

イ 介護・世話の放棄・放任

高齢者を衰弱させるような著しい減食、長時間の放置、養護者以外の同居人による虐待

行為の放置など、養護を著しく怠ること

【具体的な例】

・入浴しておらず異臭がする、髪が伸び放題だったり、皮膚が汚れている

・水分や食事を十分に与えられていないことで、空腹状態が長時間にわたって続いた

り、脱水症状や栄養失調の状態にある

・室内にごみを放置するなど、劣悪な住環境の中で生活させる

・高齢者本人が必要とする介護・医療サービスを、相応の理由なく制限したり使わせ

ない

・同居人による高齢者虐待と同様の行為を放置すること

ウ 心理的虐待

高齢者に対する著しい暴言または著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的

外傷を与える言動を行うこと

【具体的な例】

・排泄の失敗を嘲笑したり、それを人前で話すなどにより高齢者に恥をかかせる

・怒鳴る、ののしる、悪口を言う

・侮辱を込めて、子供のように扱う
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・高齢者が話しかけているのを意図的に無視する

エ 性的虐待

高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること

【具体的な例】

・排泄の失敗に対して懲罰的に下半身を裸にして放置する

・キス、性器への接触、セックスを強要する

オ 経済的虐待

養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不当に処分すること、その他当該高齢者

から不当に財産上の利益を得ること

【具体的な例】

・日常生活に必要な金銭を渡さない、使わせない

・本人の自宅等を本人に無断で売却する

・年金や預貯金を本人の意思・利益に反して使用する

② 養介護施設従事者等による高齢者虐待

養介護施設従事者等による高齢者虐待とは、老人福祉法及び介護保険法に規定する「養介護

施設」又は「養介護事業」の業務に従事する職員が行う上記ア～オの行為である。なお、「地

域密着型（介護予防）サービス」は養介護事業に該当する。

３ 「高齢者虐待」の捉え方と対応が必要な範囲について

高齢者虐待防止法では、高齢者虐待を上記のように定義しているが、これらは、広い意味での高

齢者虐待を「高齢者が他者からの不適切な扱いにより権利利益を侵害される状態や生命、健康、生

活が損なわれるような状態に置かれていること」と捉えた上で、高齢者虐待防止法の対象を規定し

たものということができる。

また、介護保険制度の改正によって実施される地域支援事業のひとつとして、市町村に対し、「高

齢者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業その他の高齢者の権利擁護のための必要

な援助を行う事業」（介護保険法第１１５条の３８第１項第４号）の実施が義務づけられている。

このため、市町村は、高齢者虐待防止法に規定する高齢者虐待かどうか判別しがたい事例であっ

ても、高齢者の権利が侵害されていたり、生命や健康、生活が損なわれるような事態が予測される

など支援が必要な場合には、高齢者虐待防止法の取扱いに準じて、必要な援助を行っていく必要が

ある。

４ 通報義務について

病院・養介護施設・保健所その他高齢者の福祉に業務上関係のある団体、及び医師・養介護施設

従事者等・保健師・弁護士その他高齢者の福祉に職務上関係のある者に対して、高齢者虐待を早期

に発見する努力義務が課せられている。
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また、高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合には、速やかに通報しなければなら

ない（または通報するよう努めなければならない）とされている。

① 高齢者虐待の相談窓口

高齢者虐待防止法では、高齢者虐待及び養護者支援に関する相談の実施、通報、届出の受理、

相談者に対する助言・指導等を行う部局を明確化し、窓口を設置することとなっている。

このため、本市においては、津山市環境福祉部社会福祉事務所高齢介護課、津山市地域包括

支援センターに相談窓口を設置し、高齢者虐待への対応を行っている。

なお、高齢者が入所している施設所在地と養護者等の所在地が異なる場合、通報等への対応

は施設所在地の市町村が行うこととなる。

② 通報等による不利益取扱いの禁止

高齢者虐待防止法では、養介護施設等における高齢者虐待の事例を施設等の中で抱えてしま

うことなく、早期発見・早期対応を図るために「刑法の秘密漏示罪その他の守秘義務に関する

法律の規定は、養介護施設従事者等による高齢者虐待の通報を妨げるものと解釈してはならな

いこと」、「養介護施設従事者等による高齢者虐待の通報を行った従事者等は、通報等をしたこ

とを理由に、解雇その他不利益な取り扱いを受けないこと」という規定を設けて通報者に対す

る保護を行っている。

５ 身体拘束に対する考え方

高齢者が、他者からの不適切な扱いにより権利を侵害される状態や生命、健康、生活が損なわれ

るような状態に置かれることは許されるものではなく、原則としてすべての身体拘束が高齢者虐待

に該当する行為と考えられる。

ただし、高齢者本人や他の利用者の生命又は身体が危険にさらされる場合など、「身体拘束ゼロ

への手引き」（厚生労働省 身体拘束ゼロ作戦推進会議編）等において「緊急やむを得ない場合」

とされているものについては、例外的に高齢者虐待にも該当しないと考えられている。

６ 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止のための措置について

① 管理職・職員の研修、資質向上

養介護施設従事者等による高齢者虐待を防止するためには、ケアの技術や虐待に対する研修

によって職員自らが意識を高め、実践につなげることが重要である。また、実際にケアにあた

る職員のみでなく管理職も含めた事業所全体での取り組みが重要。管理職が中心となってサー

ビス向上にむけた取り組みが求められる。

② 個別ケアの推進

養介護施設等には、入所している高齢者の一人ひとりが、尊厳を保ちながら自分らしく生活

できる環境をつくることが求められている。高齢者の尊厳を尊重するという視点から、入所し



津山市 平成３１年３月２０日

地域密着型サービス事業者集団指導資料

84

ている高齢者一人ひとりに対して個別的なケアを実践することが重要である。

③ 情報公開

養介護施設等は、外部からの目が届きにくい面がある。しかし、サービス評価、介護相談員

派遣事業の導入や地域の住民やボランティアなど多くの人を積極的に施設で受け入れること

は、職員の意識にも影響を及ぼすと考えられる。

④ 苦情処理体制

高齢者虐待防止法では、養介護施設・養介護事業所に対してサービスを利用している高齢者

やその家族からの苦情を処理する体制を整備することが規定されている。養介護施設・養介護

事業所においては苦情相談窓口を開設するなど、苦情処理のために必要な措置を講ずべきこと

が運営基準等に規定されており、各施設・事業所での対応が求められている。今後のサービス

の質をさらに向上させるため、利用者等に継続して相談窓口の周知を図り、苦情処理のための

取り組みを効果的なものとしていくことも大切である。

７ 老人福祉法及び介護保険法の規定による権限の行使について

高齢者虐待防止法では、高齢者虐待の防止と虐待を受けた高齢者の保護を図るため、市町村又は

都道府県は、老人福祉法及び介護保険法に規定された権限を適切に行使し、対応を図ることが明記

されている。

養介護施設従業者等による高齢者虐待が強く疑われる場合には、当該施設から報告徴収を受けて

事実を確認し、高齢者虐待が認められた場合には、市町村又は都道府県は指導を行い、改善を図る

ようにする。

なお、指導に従わない場合には、老人福祉法及び介護保険法に基づく勧告・命令、指定の取消し

処分などの権限を適切に行使することにより高齢者の保護を図る。

（８）成年後見制度について

「津山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」等が

制定され、事業者は、適正な契約手続き等の支援の促進を図るため、必要に応じ、利用者が成年後見

制度を活用することができるように配慮しなければならないこととなっています。

詳しくは、「成年後見制度 詳しく知っていただくために」（作成：最高裁判所）を参照してくださ

い。
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（９）お知らせ

１．参考サイト

地域密着型サービスの運営上の留意事項について

１ 厚生労働省：法令等データベースシステム

http://www.mhlw.go.jp/hourei/

２ 総務省：法令データ提供システム

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0100/

３ 厚生労働省：介護サービスＱ＆Ａ

「人員・設備及び運営基準」及び「報酬算定基準」等に関するＱ＆Ａ

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/index_qa.html

４ 津山市：例規集 第９ 保健衛生（津山市の人員設備及び運営基準の条例など）

http://www1.g-reiki.net/tsuyama/reiki_taikei/r_taikei_09.html

５ 津山市：介護保険法に基づき条例で規定された指定地域密着型サービス及び指定地域密着型

介護予防サービスに関する基準について

http://www1.g-reiki.net/tsuyama/reiki_honbun/m204RG00001055.html

６ WAMNET（運営：独立行政法人福祉医療機構）

http://www.wam.go.jp/

指定地域密着型サービスの指定更新等について

１ 津山市：地域密着型サービスに関する各種様式と資料

https://www.city.tsuyama.lg.jp/index2.php?id=61

防火安全対策について

１ 消費者庁：リコール情報サイトトップページ

http://www.recall.go.jp/

２ 経済産業省：リコール情報：製品安全ガイド

http://www.meti.go.jp/product_safety/recall/index.html

感染症予防対策について

１ 岡山県：感染症情報センター

http://www.pref.okayama.jp/soshiki/309/

２ 岡山県：2018/2019 年シーズン 感染性胃腸炎（ノロウイルスなど）

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-92000.html

３ 岡山県：2018/2019 年シーズン インフルエンザ情報

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-101155.html
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身体拘束廃止の取り組みについて

１ 岡山県：身体拘束のないケアの実現に向けて

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-41109.html

２ 岡山県：ケア従事者のための身体拘束ゼロハンドブック

http://www.pref.okayama.jp/page/571339.html

高齢者虐待防止について

１ 岡山県：高齢者虐待防止ガイドライン

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-27611.html

成年後見制度について

１ 最高裁判所：後見ポータルサイト

http://www.courts.go.jp/koukenp/index.html

２ 法務省：成年後見制度～成年後見登記制度～

http://www.moj.go.jp/MINJI/minji17.html

津山市による災害情報メール配信サービス等

１ 津山市：つやま災害情報メール

https://www.city.tsuyama.lg.jp/index2.php?id=5807

２ 津山市：津山市防災ハザードマップ（平成３０年３月改訂）

https://www.city.tsuyama.lg.jp/index2.php?id=6556

個人情報の取扱いについて

１ 岡山県：医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス

http://www.pref.okayama.jp/page/detail-83110.html


